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 資料３  
 

 

令和８年 3月２3日 

 

 

令和７年度 保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金 

（インセンティブ交付金）の評価結果について 

 

 

＜保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金について＞ 
 

 

  １．制度概要 
 

 

    （１）保険者機能強化推進交付金 

平成２９年度の法改正により、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた保険者の取組

や都道府県による保険者支援の取組が全国で実施されるよう、ＰＤＣＡサイクルによる取組

が制度化されました。 

この一環で、自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府県の様々な取組の

達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、市町村や都道府県の高齢者の自立支

援、重度化防止等に関する取組を推進するため、この保険者機能強化推進交付金が創設

されました。 

 

    （２）介護保険保険者努力支援交付金 

令和２年度に、公的保険制度における介護予防の位置付けを高めるため、（１）の保険者

機能強化推進交付金に加え、この介護保険保険者努力支援交付金が創設され、介護予

防・健康づくり等に資する取組を重点的に評価することにより、配分基準のメリハリ付けが強

化されました。 

 

    （３）令和 6年度の改正点 

さらに令和 6 年度交付分から、保険者機能強化に向けた実効性の高い取組とする観点

により、評価指標の整理・縮減が行われ、成果指標であるアウトプット・アウトカム指標への

配点の重点化が図られました。 

     

（主な変更点） 

①保険者機能強化推進交付金と介護保険保険者努力支援交付金の役割分担の明確化 

②プロセス評価指標の重点化（既存評価指標の廃止縮減、評価指標の体系見直し） 

③中間アウトカム・アウトプット指標の創設等のアウトカム指標の強化 

④アウトカム指標による交付金配分枠の創設 

⑤保険者機能強化に意欲的に取り組む自治体に対する配分枠の創設 

⑥評価結果の見える化のさらなる推進 
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 ２．評価指標 
 

 

    （１）保険者機能強化推進交付金 
 

目標Ⅰ 持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする 

（１）体制・取組指標群 

 １ 地域の介護保険事業の特徴の把握 

 ２ 介護保険事業計画の進捗状況の分析 

 ３ 施策の実施状況の把握・改善 

４ 評価結果の活用 

 

（ⅱ）活動指標群 

 １ 今年度の評価点 

 ２ 後期高齢者と給付費の伸び率比較 

 ３ ＰＦＳ委託事業者数 

目標Ⅱ 公正・公平な給付を行う体制を構築する 

（ⅰ）体制・取組指標群 

 １ 給付費適正化方策の策定状況 

２ 給付費適正化事業の取組状況 

 

（ⅱ）活動指標群 

 １ ケアプラン点検の実施状況 

２ 医療情報との突合の実施状況 

 目標Ⅲ 介護人材の確保その他のサービス提供基盤の整備を推進する 

（ⅰ）体制・取組指標群 

 １ 介護人材の確保・定着の取組状況 

 ２ 庁内・庁外における連携体制 

 

（ⅱ）活動指標群 

 １ 介護の仕事の魅力に関する研修の実施状況 

 ２ 介護人材の定着・資質向上に関する研修の実施状況 

３ 介護支援専門員に対する研修の実施状況 

 

目標Ⅳ 高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む 

・成果指標群 

 １ 短期的な要介護度の変化（要介護１・２） 

 ２ 長期的な要介護度の変化（要介護１・２） 

 ３ 短期的な要介護度の変化（要介護３～５） 

 ４ 長期的な要介護度の変化（要介護３～５） 

 ５ 健康寿命延伸の実現状況 
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 ２．評価指標 
 

 

    （２）介護保険保険者努力支援交付金 
 

目標Ⅰ 介護予防／日常生活を推進する 

（ⅰ）体制・取組指標群 

 １ データを活用した課題の把握 

 ２ アウトリーチ等の取組状況 

 ３ 介護予防等と保健事業の一体的実施 

４ 通いの場参加者の健康状態の把握・分析 

５ 地域リハビリテーションの推進 

６ 介護予防・生活支援の体制整備 

７ 多様なサービスの活用推進 

 

（ⅱ）活動指標群 

 １ 地域包括支援センター３職種の配置状況 

 ２ 地域包括支援センター事業評価の達成状況 

 ３ 地域ケア会議における個別事例の検討割合 

 ４ 通いの場への参加率 

 ５ ポイント事業への参加率 

 ６ 心身・認知機能の維持・改善者の割合 

 ７ 生活支援コーディネーター数 

８ 生活支援コーディネーターの地域ケア会議への参加割合 

９ 総合事業における多様なサービスの実施状況 

 

目標Ⅱ 認知症総合支援を推進する目標Ⅱ 認知症総合支援を推進する 

（ⅰ）体制・取組指標群 

 １ 認知症サポーター等を活用した地域支援体制の構築 

２ 早期診断・早期対応の体制構築 

３ 難聴高齢者の早期発見・早期介入に係る取組状況 

 

（ⅱ）活動指標群 

 １ 認知症サポーター数 

 ２ 認知症サポーターステップアップ講座修了者数 

３ 認知症地域支援推進員の業務の状況 

 

 目標Ⅲ 在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する 

（ⅰ）体制・取組指標群 

 １ 在宅医療・介護連携に関する課題・対応策の検討  

 ２ 在宅医療・介護連携の具体的取組状況 

 ３ 医療・介護関係者間の情報共有 

 

（ⅱ）活動指標群 

 １ 入退院支援の実施状況 

 ２ 人生の最終段階における支援の実施状況 

 

目標Ⅳ 高齢者がその状況に応じて可能な限り自立した日常生活を営む 

・成果指標群 

 １ 短期的な要介護度の変化（要介護１・２） 

 ２ 長期的な要介護度の変化（要介護１・２） 

 ３ 短期的な要介護度の変化（要介護３～５） 

 ４ 長期的な要介護度の変化（要介護３～５） 

 ５ 健康寿命延伸の実現状況 
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３．各指標における得点状況 
 

 

   （１）保険者機能強化推進交付金 
 

 

区分 摂津市 大阪府 全国 配点

（ⅰ）体制・取組指標群 64 54.12 49.45 64

（ⅱ）活動指標群 18 12.14 9.95 36

合計 82 66.26 59.41 100

（ⅰ）体制・取組指標群 68 54 47.34 68

（ⅱ）活動指標群 20 8 18.07 32

合計 88 62 65.4 100

（ⅰ）体制・取組指標群 52 47.26 38.86 64

（ⅱ）活動指標群 6 8.44 7.74 36

合計 58 55.7 46.6 100

目標Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限り

           自立した日常生活を営む
（ⅲ）成果指標群 45 37.67 47.84 100

合計 273 221.6 219.3 400

保険者

機能強化

推進

項目

目標Ⅰ　持続可能な地域のあるべき姿をかたちにする

目標Ⅱ　公正・公平な給付を行う体制を構築する

目標Ⅲ　介護人材の確保その他のサービス提供基盤の

　　　　　　整備を推進する
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３．各指標における得点状況 
 

 

   （２）介護保険保険者努力支援交付金 
 

 

区分 摂津市 大阪府 全国 配点

（ⅰ）体制・取組指標群 50 40.67 35.12 52

（ⅱ）活動指標群 16 20.02 20.16 48

合計 66 60.7 55.28 100

（ⅰ）体制・取組指標群 29 36.47 33.34 64

（ⅱ）活動指標群 6 14.16 13.16 36

合計 35 50.63 46.51 100

（ⅰ）体制・取組指標群 68 59.16 53.3 68

（ⅱ）活動指標群 8 16.42 12.81 32

合計 76 75.58 66.11 100

目標Ⅳ　高齢者がその状況に応じて可能な限り

           自立した日常生活を営む
（ⅲ）成果指標群 45 37.67 47.84 100

合計 222 224.6 215.7 400

介護保険

保険者

努力支援

目標Ⅰ　介護予防/日常生活支援を推進する

目標Ⅱ　認知症総合支援を推進する

目標Ⅲ　在宅医療・在宅介護連携の体制を構築する

項目
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３．各指標における得点状況 
 

 

   （３）交付金合計 
 

摂津市 大阪府 全国 配点

合計 495 446.2 435 800保険者機能強化推進＋介護保険保険者努力支援

区分

 
 

 

 

   （４）比較表 
 

令和7年度 令和６年度

得点 ２７３点 ／ ４００点 ２６９点 ／ ４００点

得点率 67.30% 67.25%

全国順位 ３０５位 ／ １７４１位 ２２２位 ／ １７４１位

府内順位 ４位 ／ ４３位 ６位 ／ ４３位

得点 ２２２点 ／ ４００点 ２２９点 ／ ４００点

得点率 55.50% 57.25%

全国順位 ８５５位 ／ １７４１位 ７４７位 ／ １７４１位

府内順位 ２８位 ／ ４３位 ２５位 ／ ４３位

得点 ４９５点 ／ ８００点 ４９８点 ／ ８００点

得点率 61.88% 62.25%

全国順位 ５０４位 ／ １７４１位 ４１６位 ／ １７４１位

府内順位 １４位 ／ ４３位 １５位 ／ ４３位

保険者機能強化推進交付金

介護保険保険者努力支援交付金

合計
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３．各指標における得点状況 
 

   （5）保険者機能強化推進交付金（府内状況） 

人口（人）

R6.1.1現在

第１号被保険者数（人）

R6.3.31現在

強化推進

点数

1 大東市 116,376 32,158 288

2 茨木市 285,715 69,121 280

3 箕面市 139,318 35,455 277

4 摂津市 86,351 22,126 273

5 交野市 77,272 21,878 271

6 岸和田市 188,002 53,046 269

7 大阪市 2,757,642 674,761 266

8 河内長野市 99,226 36,459 263

9 藤井寺市 62,700 17,996 263

10 富田林市 107,342 33,660 259

11 堺市 817,041 230,692 256

12 高石市 56,481 15,689 254

13 東大阪市 478,539 133,746 254

14 池田市 102,969 28,211 252

15 岬町 14,516 5,800 251

16 枚方市 394,221 113,894 241

17 阪南市 50,788 17,567 240

18 泉佐野市 99,037 26,117 239

19 熊取町 42,854 12,679 239

20 和泉市 182,841 47,600 237

21 守口市 141,243 39,836 236

22 泉南市 58,789 17,486 235

23 豊中市 406,836 104,723 230

24 八尾市 260,752 73,489 226

25 寝屋川市 225,735 67,659 225

26 柏原市 66,952 20,242 224

27 高槻市 346,972 102,058 223

28 四條畷市 54,355 14,520 214

29 能勢町 9,125 4,000 211

30 田尻町 8,493 1,961 211

31 泉大津市 73,145 19,191 203

32 島本町 31,681 8,979 198

33 吹田市 382,681 91,206 190

34 羽曳野市 108,213 32,510 179

35 門真市 117,139 34,486 178

36 太子町 12,813 3,965 175

37 忠岡町 16,573 4,643 174

38 松原市 116,669 34,930 159

39 豊能町 18,183 8,966 152

40 貝塚市 82,500 22,815 145

41 千早赤阪村 4,782 2,255 127

42 河南町 14,815 4,924 122

43 大阪狭山市 58,031 16,371 121

保険者機能強化推進交付金
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３．各指標における得点状況 
 

   （5）介護保険保険者努力支援交付金（府内状況） 

人口（人）

R6.1.1現在

第１号被保険者数（人）

R6.3.31現在

努力支援

点数

1 岬町 14,516 5,800 285

2 交野市 77,272 21,878 280

3 泉南市 58,789 17,486 274

4 大東市 116,376 32,158 267

5 四條畷市 54,355 14,520 266

6 田尻町 8,493 1,961 266

7 藤井寺市 62,700 17,996 264

8 大阪市 2,757,642 674,761 262

9 富田林市 107,342 33,660 260

10 東大阪市 478,539 133,746 257

11 泉佐野市 99,037 26,117 256

12 守口市 141,243 39,836 254

13 箕面市 139,318 35,455 251

14 豊中市 406,836 104,723 246

15 高槻市 346,972 102,058 244

16 柏原市 66,952 20,242 243

17 吹田市 382,681 91,206 243

18 熊取町 42,854 12,679 240

19 河内長野市 99,226 36,459 237

20 和泉市 182,841 47,600 234

21 八尾市 260,752 73,489 234

22 堺市 817,041 230,692 233

23 茨木市 285,715 69,121 231

24 枚方市 394,221 113,894 231

25 岸和田市 188,002 53,046 230

26 阪南市 50,788 17,567 226

27 太子町 12,813 3,965 225

28 摂津市 86,351 22,126 222

29 島本町 31,681 8,979 222

30 門真市 117,139 34,486 219

31 羽曳野市 108,213 32,510 214

32 池田市 102,969 28,211 212

33 泉大津市 73,145 19,191 209

34 高石市 56,481 15,689 207

35 寝屋川市 225,735 67,659 207

36 河南町 14,815 4,924 192

37 能勢町 9,125 4,000 188

38 松原市 116,669 34,930 184

39 大阪狭山市 58,031 16,371 163

40 貝塚市 82,500 22,815 147

41 忠岡町 16,573 4,643 144

42 千早赤阪村 4,782 2,255 106

43 豊能町 18,183 8,966 82

介護保険保険者努力支援交付金
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３．各指標における得点状況 
 

   （5）強化推進＋努力支援（府内状況） 

人口（人）

R6.1.1現在

第１号被保険者数（人）

R6.3.31現在

強化推進＋努力支援

合計点数

1 大東市 116,376 32,158 555

2 交野市 77,272 21,878 551

3 岬町 14,516 5,800 536

4 大阪市 2,757,642 674,761 528

5 箕面市 139,318 35,455 528

6 藤井寺市 62,700 17,996 527

7 富田林市 107,342 33,660 519

8 東大阪市 478,539 133,746 511

9 茨木市 285,715 69,121 511

10 泉南市 58,789 17,486 509

11 河内長野市 99,226 36,459 500

12 岸和田市 188,002 53,046 499

13 泉佐野市 99,037 26,117 495

14 摂津市 86,351 22,126 495

15 守口市 141,243 39,836 490

16 堺市 817,041 230,692 489

17 四條畷市 54,355 14,520 480

18 熊取町 42,854 12,679 479

19 田尻町 8,493 1,961 477

20 豊中市 406,836 104,723 476

21 枚方市 394,221 113,894 472

22 和泉市 182,841 47,600 471

23 高槻市 346,972 102,058 467

24 柏原市 66,952 20,242 467

25 阪南市 50,788 17,567 466

26 池田市 102,969 28,211 464

27 高石市 56,481 15,689 461

28 八尾市 260,752 73,489 460

29 吹田市 382,681 91,206 433

30 寝屋川市 225,735 67,659 432

31 島本町 31,681 8,979 420

32 泉大津市 73,145 19,191 412

33 太子町 12,813 3,965 400

34 能勢町 9,125 4,000 399

35 門真市 117,139 34,486 397

36 羽曳野市 108,213 32,510 393

37 松原市 116,669 34,930 343

38 忠岡町 16,573 4,643 318

39 河南町 14,815 4,924 314

40 貝塚市 82,500 22,815 292

41 大阪狭山市 58,031 16,371 284

42 豊能町 18,183 8,966 234

43 千早赤阪村 4,782 2,255 233

強化推進＋努力支援
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 ４．今年度のまとめ 
 

◇ 全国順位504位（1741団体中）、府内順位14位（43団体中）で、全体の上位約 3割と

なっていますが、今年度の結果からも分かるように、他自治体の取組も進んでいく中、本市

においても今まで以上に効果的な取組が求められています。 

 

◇ 今後、2040年には団塊ジュニア世代が 65歳以上となり、高齢者人口が約 3，900万人と

ピークを迎えることなどを踏まえると、よりアウトカムを意識した体制の構築や取組を行う必

要があると考えています。 

 

◇ 今回、非該当となった項目を中心に、各評価項目については、引き続き要因の分析等を行い、

費用対効果を踏まえた各取組の実施についての検討を行っていきます。 

 

◇ 今後の各事業の取組については、両交付金にかかる状況調査の結果を踏まえ、自立支援・

重度化防止等に資する施策をどのように推進していくかを検討し、分析・計画、実行、評価・

改善（いわゆる PDCAサイクルに基づく進捗管理）を実施していきます。 

 

◇ 検証結果は、次期、第１０期かがやきプランの施策の検討や、より効果的な事業への見直し

（重点化・効率化）に反映させ、保険者機能のさらなる強化を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


